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フ ィ ンラ ン ドの教師教育とその構造
「教育学的思考」 と教師教育カリキュラムの相同性一 
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日本における教員養成の高度化に関する議論を背景に、 「研究べ一 ス (research based) 」 と し て特徴づけられるフ ィ ン
ラ ン ドの教師教育にこ れまで光が当てられてきた。 それでは研究べ一 スの教師教育とは具体的にどう いう ものなのだろう
か。 理論や論文執筆を重視する教師教育のこ となのか、 教師教育研究の成果に基づいて行われる教師教育のこ となのか、
それと も別の何かなのか。 じつは、 本国フ ィ ンラ ン ドにおいて教師教育に携わる人々の間でも 「研究ベースの教師教育」
の意味内容に関しては見解が分かれていることが近年の調査研究によって明らかになった。 したがって、 フィ ンラ ン ドの
教師教育を特徴づける 「研究ベース」 を具体的な何かを指し示しているものと して捉えるのではなく 、 フ ィ ンラ ンドで行
われている多様な教師教育を緩やかにまとめ上げている紐帯と して捉えるべきではないだろう か。 であるならば、 フィ ン
ラ ン ドの教師教育とはいつたいどのよ う なものであるのか。
本稿では、 国内外の先行研究や現地訪問調査をふまえながらフィ ンラ ンドの教師教育を支える理論的枠組みを考察する
こ と によって、 フ ィ ンラ ン ドにおける教師教育の全体像を描き出してみたい。 その結果、 フィ ンラ ン ドでは 「教育学的思
考 (pedagogical thinking) 」 という概念を媒介に教員養成カリ キュラムの内容とその効果が相補的関係に位置づけられて
いるこ と、 またそのこ とによって教師教育の自律性、 さ らには教師の自律性が担保されているこ とが明らかとなるだろう。 
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1 . フ ィ ンラ ン ドの教師教育を眺めるまなざ しの
E益路
フ ィ ンラ ン ドの教師教育に向けられた私たちのまなざ
しは、 その視界に何を捉えてきたのだろう か。
日本において、 フィ ンラ ン ドの教育は2000年頃までそ
れほど多 く の関心を集めるものではなかった。 しかし、
PISA2003を契機に状況は一変する。 「数学的リ テラシ 」ー
と 「読解力」 において日本の国際順位が下がったこ と を
示したPISA2003の結果は ' )、 いわゆる 「ゆと り 教育」
によ って子 どもの学力が低下するのではないかという 国
民的不安を煽るには十分すぎるものであった。 日増しに
高まる学力低下への不安感を背景に、 「ゆとり教育」 に
傾倒してきたそれまでの教育政策は転換し、 日本に代わっ
て国際順位の上位を占めたフ ィ ンラ ン ドの教育に 「 フ ィ
ンラ ン ド ・ ブーム」 と形容でき るほどの熱狂的視線が集
めら れたのである。 その後、 子 どもの学力向上にむけた
教員の資質能力向上に関する議論が巻き起こ ると、 フィ
ンラ ン ドの教師教育にも関心が集まっていった。 フ ィ ン
ラ ンドの教師は社会的に尊敬され、 全員が修士号を有し
ており大学院レベルの教育を受けている。 教職の専門職
* 教員養成カリ キュラム改革推進室
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化を目指し教職大学院の設置 ・ 拡充や教員養成の修士レ
ベル化について議論をしていた当時の日本にと って、 フィ
ンラ ン ドはま さにその手本になり えると考えられたので
ある。
と こ ろが、 後述するよう に、 フ ィ ンラ ン ドは大学の卒
業学位を修士号と してきた歴史的経緯がある。 したがっ
て、 フィ ンラ ンドにおいて修士課程は一般的に 「大学院」
と見なさ れてはおらず、Graduate School といえばも っ
ぱら博士課程を指すものと さ れている。 であるならば、
私たちはフ ィ ンラ ン ドの教師教育に関する言説を自らの
文脈においてフ アツシ ヨナブルに消費し、 自分たちの理
想をそこ に投影してきただけなのかも しれない。
しかし、 フィ ンラ ンドの教師教育に対する考察のすべ
てがそう した短絡的見方であったわけではない。 たとえ
ば、 佐藤隆 (佐藤 2006) や小柳和喜雄 (小柳 2007) ・ 
隼瀬悠里 (隼瀬 2010) らはフ ィ ンラ ン ドの教師教育が
「研究べ一 ス(research based)」 の枠組みであるこ と に
着目し、 その理論的考察から フィ ンラ ン ドの教師教育カ
リ キュ ラムについて言及を行ってきた。 すなわち、 教員
全員が修士号を取得 しているからではなく 、 その理論的
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枠組みが特徴的であるから こそ彼らはフ ィ ンラ ン ドの教
師教育に着目しているのである。 その結果、 彼らはフィ
ンラ ン ドの試みをそのまま日本に移入しよう とするので
はな く 、 今後の日本において教員の専門性向上を議論す
る際に参考となるい く つかの視点を取り出すこ と に成功
している。
そこで本節では、 それらの先行研究と同様に教師教育
を支える理論的枠組みの考察を通して、 フィ ンラ ンドの
教師教育の全体像をつかみとり、 教員養成の高度化にむ
けた論点を取り出してみたい。 この作業を通して、 フィ
ンラ ン ドでは 「教育学的思考(pedagogical thinking)」
という 概念を媒介に教員養成カリ キュラムの内容とその
効果が相補的関係に位置づけられ、 そのこ とによって教
師教育の自律性、 延いては教員の自律性が担保されてい
るこ とが明らかと なるだろう。 
2 . 教育改革の黄金期とその後の教師教育
すでに福祉国家への道を歩み始めていた1970年代、 フィ
ンラ ン ドは社会システムの変化に対応するため総合学校
改革や高等教育改革といった現在の教育制度の礎を築く
抜本的な教育改革を次々と実行した。 その意味で1970年
代は教育改革の黄金期とも呼ばれており、 この総合学校
改革に先立つ形で教員養成改革も行われている (隼瀬
2011a、203頁)。 というのも、4 年間の初等学校を修了
した後に市民学校かグラマースクールへの進学を選択す
る複線型の学校制度から前期中等教育修了までの9 年間
を総合学校へと単一化する単線型の学校制度へと移行す
るにあたり、 それまでバラバラに行われていた教員養成
(初等教員養成は師範学校や教員養成カレ ッ ジで、 中等
教員養成は大学で行われていた) を統一する必要が生じ
たからである。 そしてこの教師教育改革によって、 現在
のフ ィ ンラ ン ドにおける教員養成制度の基本的枠組みが
築き上げられたのである。
とはいえ、 専門学校レベルの初等教員養成と大学レベ
ルの中等教員養成がと もに修士レベルの教員養成へと一 
気に引き上げられたわけではな く 、 そこ には二段階の過
程を要している (隼瀬 2011a、204-205頁) 。 まず、
1971年に成立した教師教育法によって、1974年から全て
の大学に教育学部が設けられ、 教員養成機関が大学に統- された。 しかしこの時点では大学卒業時の学位に学部
毎で差があり、 教育学部出身の初等教員と他学部出身の
中等教員の間にも学位の違いが存在していた。 次いで、
1978年の 「教育学の学位と課程に関する政令」 によって
3 年間の学士課程が廃止さ れると と もに、1978年から
1979年にかけて行われた高等教育改革によって人文系や
社会科学分野の教育も修士レベルであるこ とが求められ、
1979年から大学卒業の第1 学位が修士号となり、 すべて
の教員の基礎資格が修士号と なったのである。 
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また、1970年代の教師教育改革は教員養成の形式だけ
を修士レベルへと引き上げただけではなかった。 1971年
の教師教育法成立のきっかけと なった提言では 「教師は
知識の伝達者という よりは、 学習を促進する支援者であ
るこ と」 が求められ、 さ らに1979年の改革へとつながる
報告書では 「教師は研究者と して自らの仕事に接近すべ
きである」 と明記さ れた。 ただし、 後者が求めているこ
とは教師が大学の研究者になるこ とではな く 、 「未来の
教師たちが理論的な方法を使って自主的に彼らの仕事に
おける問題を見極め、 特定し、 解決するこ と」 であり、
そのために教員養成が 「授業実践と教育学的な理論化を
お互い緊密にさせ」、 「理論的な学習と実践的な学習の統
合を図る」 こ と を求めているという点には留意する必要
があるだろう (隼瀬2011b、618頁)。 しかしいずれにせ
よ、1970年代の教師教育改革によって、 形式的なものだ
けでなく 教員養成のあり方と養成されるべき教師像まで
もが高度化されたという こ とができるのである。
その後、 「フィ ンラ ンドの教師教育は、 「専門家」 と し
ての教師という考えに基づいて、 教えることに対する研
究志向 (research-oriented) の確固たるアプローチを模索
する中で絶えず再編されてきた」(Westbury et al 2005, 
p 475) と言われている。 たとえば、1980年代には教育
省から厳密なコアカリ キュラ ムが示さ れ、 全大学の教師
教育がほぼ同 じ水準でなさ れるよう になった反面、 地域
や大学のニーズに対 しては融通の利かないものと なって
しまった。 続く1990年代には、 地方分権化の波の下、 各
大学は教師教育プロ グラムをある程度自由に作成できる
よう になり 、 地域のニーズや大学の強みを教師教育に取
り 入れるこ と が可能にな っ たのである (Niemi et al. 
2006, p52)。
そして2000年代に入り、 欧州高等教育圈を目指すボロー 
ニ ヤ ・ プロ セスによ って、 フ ィ ンラ ン ドは2005年より 学
士課程 3 年と修士課程2 年の二段階学位システムへと移
行し、 全大学が1 年間60ECTS の履修を目安と した学士
課程180ECTS と修士課程120ECTS の合計300ECTS によ
るカ リ キュ ラ ム編成と なっ た2)。 ニエ ミ らによ れば、 こ
のよう なボロ ーニ ヤ ・ プロセスは 「基本的な構造変化と
いう より も、 教師教育カリキュラムを共通の全国的分析
と評価にかける局面」(Niemi et al 2006, p 54) であっ
たという。 つまり、 単位互換の可能性を国内だけでなく
欧州全体で模索するために、 各大学のカリ キュ ラム構造
が明るみに出され、 それらが比較されていったのである。 
しかし、 単位互換のためには比較 ・ 評価するだけでなく
ある一定の枠組みを課す必要があり、 それらの作業によっ
て各大学の教員養成カリ キュラムは再び画一化していく
こ とにならなかったのだろう か。 この疑間に関する調査
はすでに行われており、 その結果、 実際には教員養成プ
ロ グラ ムが画一的になるこ と なく 、 逆にその透明性から
フィ ンラ ン ドの教師教育とその構造
そ れぞ れの大学の特徴がよ り 明確に な っ た と い う
(Jakku-Sihvonen 2012)。 そこで次項ではボロー ニヤ・ プ
ロセス以後の具体的な教員養成カリ キュラ ムを見るこ と
で、 現在、 フ ィ ンラ ン ドではどのよう な教員養成が行わ
れているのかをみてい く こ と にしよ う。 
3 . ボロ一 ニヤ ・ プロセス以降の教員養成カリキュ
ラ ム 3)
フ ィ ンラ ン ドではボロ ーニ ヤ ・ プロ セス を受け入れる
にあたり、 フィ ンラ ン ドの全大学が参加する 「教員養成
と教育科学における学位プロ グラム開発に関する全国レ
ベルの協同 プロ ジェ ク ト(National-Level Coordination 
Project of Degree Programme Development in Teacher 
Training and the Sciences of Education: 通称 Vokke- 
project) 」 が2003年から2006年まで行われた。 その日的
は二段階学位システムにおけ る学位プロ グラ ムのひな型
を協同で開発することにあり、2005年には表 1 、 表2 に
あるよう なコアカリ キュ ラ ムを発表している。
フィ ンラ ン ドでは、 初等教員に相当する教員のこ と を
学級担任教員 (class teacher) と呼び、 中等教員に相当
する教員のこ と を教科担任教員(subject teacher) と呼
んでいる。 学級担任教員は教育学を主専攻と し、 修士論
文は学校に関係 したものが多 く 、 しばしばアク シ ョ ン ・ 
リサーチが用いられる。 他方、 教科担任教員は教育学部
以外の教科目に関する学部に在籍し、 そこでの専攻を主
専攻と しながら教育学部の教職課程を履修する。 教職課
程には 1 年間まとまって履修しなければいけない課程や
主専攻の学習と並行して履修できる課程があり、 どちら
の教職課程を履修するにも試験に合格しなければならな
い。 また、 副専攻の選択によっては、 学級担任教員が教
科担任教員の資格を得ることも、 また教科担任教員が学
級担任教員の資格を得るこ ともできる。
それでは次にVokke-project を受けて、 各大学がどの
よう な教員養成カリ キュラ ムを構築 しているのか見るた
め、 ヘルシンキ大学とユバスキユラ大学の教員養成カリ
キュ ラムを見てい く こ と にしよう 。
ヘルシンキ大学は1852年にフ ィ ンラ ン ドで最初の中等
教員養成のための教育学講座を設置した大学であり、 今
なおフ ィ ンラ ン ドの教師教育において中心的役割を果た
している。 ヘルシンキ大学における学級担任教員養成カ
リ キュラムと教科担任教員養成プロ グラムは以下の通り
である (表 3 , 表 4 )。
次にユバスキユラ大学を見てみよう。1863年フィ ンラ
ンドで最初に初等教員養成のための師範学校がユバスキユ
ラに設立さ れ、 また初等教員養成を大学レベルで最初に
行ったのもユバスキユラ大学である。 ユバスキユラ大学
における学級担任教員養成カリ キュラムと教科担任教員
養成プロ グラムは以下の通り である (表 5 , 表 6 )。
ヘルシンキ大学とユバスキユラ大学それぞれの教員養
成カ リ キュ ラ ムはすべてVokke-project の枠組みを共有
してはいるが、 それぞれに各大学の特色がでていると言
えるだろう。 すなわち、 中等教員養成に起源をもつヘル
シンキ大学は教育学に関する理論を中心にカリ キュ ラム
が組まれており、 初等教員養成に起源をもつユバスキユ
表 1 Vokke-projeGt が示す学級担任教員のための推奨プログラム
学習 学士課程 180 EOTS 
修士課程 
120 ECTS 
合計 
300 ECTS 
コミュニケーションとオリエンテーション 15+5 5 25 
教育学 
(主専攻) 
研究能力 (方法論、自分の研究) 10 40 
140 理論的内容 25 5 
教授に関する理論的学習と教育実習 25 35 
教科に関する学習 60 60 
他の学習 (選択科目) 40 35 75 
(http://www.helsinki.fi/vokke/english/Classteacher」lrogramme_270406su.pdf をも とに筆者が訳出 ・ 作成)
表 2 Vokke-project が示す教科担任教員のための推奨プログラム
改科 旦当, のための1 改育学的学習 学士レベル 参士レベル 合計 
・修士課程在学中または修士課程修了後に履修することができる。 
修士課程の一 部として履修する場合は、 
学士レベルと修士レベルに分けて履修することもできるし、 
修士課程ですべて履修することもできる。 
・ 教育実習は合計で最低でも20EOTSを行うこと。 
・教師に関する教育学的学習を含む教育実習の多くは、 
教科に関する学習を履修し終えた後に履修しなければならない。 
25- 30 
教育実習を含む 
30-35 
教育実習 (最低 
15ECTS) を含む 
最低でも 
60 ECTS 
(http://www.helsinki.fi/vokke/english/SubjectTeacher 280806vt.pdf をもとに筆者が訳出 ・ 作成) 
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表 3 ヘルシンキ大学における学級担任教員養成カ リ キュ ラム
学習モジュール 授業科目 学士課程 修士課程 合計 
コミュニケーション学習 
と 
オリエンテーション学習 
(25 ECTS) 
カリキュラム計画の基礎 3 ECTS 2 ECTS 5 ECTS 
言語とコミュニケーション技術 
14 ECTS 
会話コミュニケーションと対面技術(母国語) 4 ECTS 
科学的作文 (母国語) 4 ECTS 
外国語 3 EOTS 
第二公用語 3 ECTS 
学習におけるICT 3 ECTS 3 ECTS 
メテイア教育入門 3 ECTS 3 ECTS 
主専攻 (教育学) 
に関する学習 
(140 EOTS) 
教育の文化的基礎 
15 ECTS 教育科学入門 3 ECTS 教育における変化と連続性 7 EOTS 
個人が経験する変化 5 ECTS 
教育の心理学的基礎 
15 ECTS 成長・ 発達・ 学習 5 EOTS 児童理解 5 ECTS 
特別支援教育と児童福祉 5 ECTS 
教育の教授的基礎 
20 ECTS 
教授法 (Didactics) 7 ECTS 
幼児教育の理論と教授法 3 ECTS 
カリキュラム理論と評価 3 EOTS 
教授的知識と個人的実践理論の構築 7 ECTS 
における研究 
70 ECTS 
晴 学研究入門 3 EOTS 
晴 学的研究法 7 ECTS 
''士論文 (4ECTSのゼミを含む) 10 ECTS 
科指導研究 5 EOTS 
高度な量的研究法 
または、高度な質的研究法 5 ECTS 
修士論文 40 EOTS 
教育実習 
20 EOTS 副専攻に関する教育実習 12 ECTS 
主専攻に関する教育実習 8 ECTS 
副専攻に関する学習 
一教科の学際的学習 
とカリキュラム横断的課題 
(60 ECTS) 
母国語と文学教育 8 ECTS 8 ECTS 
算数教育 7 ECTS 7 ECTS 
芸術と技能教育 
13 ECTS 
3 ECTS 
技術 4 ECTS 
体育 3 EOTS 
音楽 3 ECTS 
人文教 、 に関する教授法 
6 EOTS 歴史 3 EOTS 福音ルーデル宗教教育 
または、倫理教育 3 ECTS 
環境と科学教科に関する教授法 
12 ECTS 
地理 ''教育 3 ECTS 
生物 i ''教育 3 ECTS 
物理 ' i教育 3 EOTS 
化学 3 ECTS 
選択科目 
14ECTS 
4 EOTS 
工作教育 4 ECTS 
体育教育 4 ECTS 
音楽教育 4 EOTS 
歴史教育 3 ECTS 
福音ルーデル宗教教育 3 ECTS 
倫理教育 3 EOTS 
地理学教育 3 ECTS 
生物学教育 3 ECTS 
物理学教育 3 ECTS 
化学教育 3 EOTS 
選択科目と副専攻選択学習 
(75 EOTS) 40 ECTS 35 ECTS 75 ECTS 
合計 180 ECTS 120 ECTS 300 ECTS 
(ヘルシンキ大学への訪問調査で得た資料をもと に筆者が訳出 ・ 作成)
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表 4 ヘルシンキ大学における教科担任教員養成カ リ キュ ラム
学習モジュール 授業科目 学士レベル 修士レベル 合計 
教育学に関する学習 
発達と学習の心理学 3 ECTS 
13 ECTS 多様性のための教育 6 ECTS 
教育に関する社会的・歴史的・哲学的基礎 4 ECTS 
教科教育に関する学習 
教科教育入門 9 ECTS 
27 ECTS 評価と教授発達 8 ECTS 
研究者としての教師に関するゼミ 10 ECTS 
教育実習と結びついた学習 
基礎実習 7 ECTS 
20 ECTS 本実習 4 ECTS 
応用実習 9 ECTS 
合計 25 ECTS 35 ECTS 60 ECTS 
(ヘルシンキ大学への訪間調査で得た資料をも と に筆者が訳出 ・ 作成)
表 5 ユバスキュ ラ大学における学級担任教員養成カ リ キュラ ム
学習モジュール 授業科目 学士課程 修士課程 合計 
コミュニケーション
と 
オリエンテーション学習 
(25 ECTS) 
大学学習入門と個人の学習計画 4 EOTS 4 ECTS 
科学研究入門 3 ECTS 3 ECTS 
ICTと情報獲得1 3 EOTS 3 ECTS 
IOTと情報獲得2 3 ECTS 3 ECTS 
母国語コミュニケーションと相互作用1 4 EOTS 4 ECTS 
母国語コミュニケーションと相互作用2 2 ECTS 2 ECTS 
スウェーテ、ン語 3 ECTS 3 ECTS 
外国語 3 EOTS 3 ECTS 
教育学に関する基礎学習 
一教師の地位と教師の労 
働環境に関する導入 
(25 ECTS) 
教育学における共通基礎学習 
一教育者として働く ことへの入門 
15 ECTS 教育学入門 5 EOTS 
教育学の心理学的基礎 5 ECTS 
教育学の社会学的基礎 5 ECTS 
教師教育における基礎学習 
一教師の仕事入門 10 ECTS 成長と学習のガイダンス 6 EOTS 
導入実習 :研究に基づく教師への成長にむけて 4 ECTS 
教育学に関する専攻学習 
一学習とその管理 
(35 ECTS) 
集団における個人の発達 
7 ECTS 個人的学習の基礎 3 EOTS 
グループとネットワークにおける相互作用 4 EOTS 
学習のガイダンスと学習組織 
9 ECTS 学習と包括的組織 3 ECTS 
学習の計画と実行と評価 6 EOTS 
研究方法論とコミュニケーション 5 EOTS 5 ECTS 
学士論文 8 EOTS 8 ECTS 
到達試験 
本実習 : 授業の基礎としての計画 
6 ECTS 本実習1 : 授業の計画・ 実施・ 評価 3 EOTS 
本実習2 : 個人と集団 3 EOTS 
教育学に関する応用学習 
一学習の構造とその研究 
(80 ECTS) 
構造の創造者と修正者としての教育者 
35 ECTS 
教師の倫理と教育哲学 3 ECTS 
発達と成長環境 3 ECTS 
学校コミュニティと社会 3 ECTS 
自分の仕事に関する研究者としての教師 4 ECTS 
適応実習 :教師の地位の専門化 
・副専攻実習 5 ECTS 
・複式学級と選択実習 5 ECTS 
応用実習 :児童の思考のような探究的・実験的教師の発達 6 ECTS 
教育学における選択応用学習 6 ECTS 
研究者としての教師 
45 ECTS 
研究方法論とコミュニケーション:応用 5 ECTS 
論文ゼミ1 : 研究計画とテータ収集 5 ECTS 
論文ゼミ2 :テータ分析と研究報告 5 ECTS 
修士論文 30 ECTS 
到達試験 
学際的な学校教科に関する学習 60 EOTS 60 ECTS 
副専攻に関する学習 25 EOTS 35 ECTS 60 ECTS 
選択学習 15 EOTS 15 ECTS 
合計 180 EOTS 120 ECTS 300 EOTS 
(ユバスキュラ大学への訪間調査で得た資料をもと に筆者が訳出 ・ 作成)
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表 6 ユバスキュラ大学における教科担任教員養成カ リキュラム
学習モジュール 科目 学士レベル 参士レベル l= l ロ
教育学の文化的基礎 
(教育史・教育哲学・教育人間学) 
教育学入門 5 ECTS 9 ECTS 改育者の倫理と教育t 学 4 ECTS 
発達と成長環境 
(教育心理学) 
育学の心理学的基l :E 5 ECTS 11 ECTS 集団における個人の発達 6 EOTS 
学校コミュニティと社会 
(教育社会学) 教育学の社会学的基礎 5 ECTS 5 ECTS 
成長と学習のガイダンス
(学習ガイダンスに関する理論と教授 
成長と学習のガイダンス 5 ECTS 12 ECTS ll i習ガイダンスと学習の組織 7 EOTS 
教育実習 
1. 入実習 5 ECTS 
20 ECTS 本実習 5 ECTS 応用実習 7 ECTS 
適応実習、または専門実習 3 ECTS 
研究方法に関する学習 研究方法論とコミュニケーション 3 EOTS 3 ECTS 
合計 25 ECTS 35 ECTS 60 ECTS 
(ユバスキユラ大学への訪問調査で得た資料をもとに筆者が訳出 ・ 作成) 
ラ大学は教育実習を中心にカリ キュラ ムが組まれている
という こ とである。 しかし改めてここで付記しておかな
ければならないこ とは、 両大学と も授業実践と教育学の
理論を連関させながら理論的な学習と実践的な学習の統
合を前提にしているのであり、 どちらかだけを重視して
いる訳ではないという こ とである。
さらに、 次のよう な二つの共通点を見出すこ ともでき
る。 一つ目の共通点は、 教育哲学 ・ 教育史 ・ 教育心理学 ・ 
教育社会学に関する学修が必須にされているという こ と
である。 その理由は、 教育哲学や教育史に関しては後述
する教師教育の鍵概念である 「教育学的思考」 と深く 結
びついているからであり、 教育心理学や教育社会学に関
しては1979年の改革へとつながる報告書においてそれら
が教師の専門性の本質的な要素と して明記されていたか
らであると考えられる。
もう一 つの共通点は、 教科に関する基礎的学習が学士
レベルに集中的に配置さ れているこ と である。 その理由
は、 教科に関する基礎的学習が学生の資質能力向上に大
き く 貢献するものの教員養成のある段階を越えればその
効果がかなり小 さ く なるこ と を示 したウイルソ ンらの研
究 (Wilson et al 2001) によ る と と も に、 後述す る
「研究べ一 ス」 の教師教育がもつ構造によ ると考えられ
る o
こ れまでボロ ーニ ヤ ・ プロ セス以後のフ ィ ンラ ン ドに
おける具体的な教員養成カリ キュラムについて見てきた。 
しかし、 私たちはこ こできわめて素朴な、 それでいて決
定的な一つの疑問を抱かざるを得ない。 それは 「こ れら
のカリ キュ ラ ムのどこが く研究ベース> なのか」 と。 そ
れでは最後にこの 「研究ベース」 という フィ ンラ ン ドの
教師教育に特徴的な理論的枠組みを考察し、 その全体像
を描き出してみることにしよう。 
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4 . 「研究べ一 ス」 の教師教育と鍵概念と しての
「教育学的思考」
教師教育におけるアプロ ーチは数多 く あり、 フィ ンラ
ン ド の特徴 と さ れる 「研究べ一 スのア プロ ーチ(re- 
search-based approach) 」 はそのう ちの一つでしかない。 
フィ ンラ ンドの教師教育学研究を牽引 してきたカ ンサネ
ンは、 プロ グラムの構造的背景が演擇的か帰納的か、 そ
してプロ グラムの根拠が直感的か合理的か、 という 二つ
の指標を用いて教師教育におけるアプロ ーチを図1 のよ
う に分類している(Kansanen 2006, pp.18-20)。 
演緯的構造 学校ベース 研究ベース
帰納的構造 経験的 個人的 
ケースアプローチ
課題ベース
直感的根拠 合理的根拠 
図1 教師教育のアプローチ4 分類 (Kansanen 2006, p.19) 
プロ グラ ムの根拠が直感的で、 帰納的構造をも ったも
のであるならば、 そのプロ グラムは 「経験的」 なもので
あると言える。 そこでの活動は実践に根ざし、 学生個人
の経験に基づいている。 しかしこのプロ グラムは教師と
しての成長を何ら保障するものではな く 、 自分の力だけ
で成長するしかない。
個人的経験に他者の監督や支援を付け加えるならば、
それは学校べ一 スのプロ グラ ムと なる。 そこ では学生は
ほと んどの学習を学校で行い、 実戦によって経験を蓄積
してい く 。 それは徒弟制に近いものであるが、 も し メ ン
タ一 の力量が高ければ演擇的かつ合理的なプロ グラムに
もなり える。 と こ ろが学校ベースのプロ グラ ムにおいて
は経験豊富な教師と一緒に働く こ とが最も良い学習であ
フィ ンラ ン ドの教師教育とその構造
るという 考えの下で理論がなおざり にされ、 教師と して
の成長が同僚やメ ンタ 一 の力量に左右さ れて しまう とい
う制度と しての不安定さがある。
他方、 教師教育に求められる本質的な事例や課題をプ
ロ グラ ムの内容と し、 プロ グラ ム全体が体系的に組み立
てられているならば、 それは合理的根拠に基づいている
といえる。 そして事例や課題が実践に基づ く ものである
ものならば、 帰納的構造をも っているといえる。 この課
題べ一 スのプロ グラ ムが成功するかどう かは、 理論と実
践の統合、研究の役割、 教師の自律性に関する見解といっ
た主要な諸原理がプロ グラ ム内で どれほど重要なものと
して扱われているかにかかっている。
こ れら3 つのアプロ ーチと異なり、 プロ グラムが演擇
的に構成され合理的に根拠づけられているものこそが研
究べ一 スのプロ グラ ムなのである。 研究べ一 スのプロ グ
ラ ムは、 「教育学的理論と実践を統合する研究べ一 スの
思考(research-based thinking)」 (Teem et al 2008, p.167) 
をすべての課程や単元で用い、 「日常的 ・ 直感的議論に
加えて合理的議論に基づいて教育的決定を下せるよう に
すること を目的と している」(Kansanen 2006, p i t )。 経
験的 プロ グラ ム ・ 学校ベースのプロ グラ ム ・ 課題ベース
のプロ グラ ムは 「研究べ一 スの思考がな く と も具体化で
き、 研究べ一 スのアプロ ーチは他のアプロ ーチ全てを包
含し得る」(Kansanen 2006, p 20) ものなのである。 す
なわち、 研究べ一 スの教師教育は理論と実践を統合する
研究べ一 スの思考を核と し、 多様なアプロ ーチを取り 込
みながら行われるのである。
以上のよう に隣接する教師教育のあり方と比較しなが
ら、 カ ンサネ ンは研究べ一 スの教師教育を明確に画定し
ている。 しかし、 実のと こ ろ、 フ ィ ンラ ン ドにおいても
「研究べ一 スの教師教育について関心が高まってきてい
る一方で、 <研究べ一 ス> という 表現や研究べ一 スの教
師教育という 概念がどのよう に一般的に理解されている
のかは明確ではない」(Teem et al 2008, p.166) とい
う 。 そこで ド ームらは、 フ ィ ンラ ン ドで教師教育に関わ
る教員 らが研究べ一 スといった概念を どのよう に捉えて
いるのかを調査 し、 ①文脈一 アカデミ ックな教師教育、
②アプロー チー 教師教育の主な編成テーマ、 ③内容一 教
師教育のカリキュラム、 ④目的一教師の教育学的思考、
といった4 つの次元でそれが理解さ れているこ と を明ら
かにした (Teem et al 2008, pp.173-175)。
文脈の次元で研究べ一 スを理解するとは、 教師教育を
高等教育の教育学に起源をもつものと捉えることであり、
大学教員自身の研究に基づいて行われる大学教育と して
教師教育を見なすという こ とである。 また、 アプローチ
の次元で研究べ一 スを理解するとは、 教師教育カリ キュ
ラムの編成原理と して研究べ一 スを理解するという こ と
である。 さらに、 内容の次元で研究ベースを理解すると
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は、 教師教育が教育理論 ・ 研究方法論 ・ 教育方法 ・ 学士
論文 ・ 修士論文 ・ 教育学の文献講読といった内容を含む
と考えるこ とである。 そして、 日的の次元で研究ベース
を理解するとは、 研究べ一 スのアプロ ーチの日的が学生
の教育学的思考を発達させるこ とにあり、 さ らに研究者
を養成するのではなく 探究という 方法で自らの仕事を考
察する教師を育てるこ とが日的であると考えるこ とであ
る o
したがって、 まと めると次のよう になるだろう 。 つま
り、 研究べ一 スの教師教育とは、 教師教育の研究成果に
基づき (①)、 教育理論 ・ 研究方法論 ・ 教育方法 ・ 学士
論文 ・ 修士論文 ・ 教育学の文献講読といった内容を扱い
(③) 、 教育学的思考を養う こ と を目的とする(④) 、 そ
う した教師教育の在り方(②) なのである。 そしてこれ
らの調査結果をふまえながら、 ド ームらは研究べ一 スの
教師教育という枠組みを理論的に昇華させ、 教師教育に
おける二つのレベルと実践がもつ二重の性格という 観点
から研究べ一 スの教師教育の全体像を以下のよう に明る
みに出した (図2 ) (Teem et al 2008, pp.167-169)。 
授業に関する実践 研究に関する実践 
包括的レベル
・メタ認知 
・ 省察 
・ 教育学的思考 
・研究の生産 
・ 高度な専門的知識や技能 
基礎的レベル
・日常的思考 
・技術ベースの授業 
・ 授業計画、日常業務、助言 
・研究法の適用 
・研究の消費 
・ 知識基礎 
教育的判断を下すこと 自らの仕事を探究すること 
研究ベースの教師教育 
図2 研究ペースの教師教育 (Teem et al 2008, pp.169) 
研究べ一 スの教師教育には、 指導法や教科知識に関す
る基礎的知識及び実践的技術を身につける基礎的レベル
と、 教育的判断のメ タ認知や省察を行う包括的レベルと
いう 二つのレベルがある。 研究べ一 スの教師教育は基礎
的レベルから包括的レベルへと連続的に行われるのであ
り、 上述した教科に関する基礎的学習が学士レベルに集
中的に配置さ れている理由はこ こ にある。
また、 専門家と しての教員はただ教育的判断を下しな
がら授業の実践をやっていれば良いという わけではなく 、
それに加えて自分や他者の授業を研究するという 実践も
行っていく 必要がある。 すなわち、 教員は二重の教育実
践を専門家と して行っていかなければならないのであり、
研究べ一 スの教師教育はその両方の実践を支援するもの
でなければならないのである。
したがって、 研究べ一 スの教師教育は図2 に示 されて
いるよう な4 つの次元を扱う ものでなければならない。 
基礎的レベルの授業実践では、 大学で学んだ指導法を実
施 ・ 適用したり教科知識を学級の状況に合わせたりする
ことが求められ、 次第に教育学的思考や教育的判断等を
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行う包括的レベルの授業実践へと発展していく ことが求
められる。 包括的レベルの授業実践では理論的知識と実
践的知識の統合を目指して、 実戦経験を概念化したり理
論や抽象的観念を用いて実践を理解したりするこ とが求
められる。
また、 基礎的レベルの研究活動では、 教育学的研究方
法を学んだ後でその研究法を用いた小規模な経験的調査
が教育学や教科に関する学習と結びつけられるという 螺
旋的学習が行われる。 この螺旋的学習を通して包括的レ
ベルの研究活動へと移行し、 そこで修士論文にまとめら
れるプロ ジェ ク ト研究が行われる。
と こ ろで、 このよう に見てく るならば、 研究ベースの
教師教育は授業実践に関する学びと研究に関する学びが
分離しているよう に思われる。 しかし、 研究ベースの教
師教育が上手く いけばいく ほど、 それらの学びが分離し
ないよう になっている。 こ こにフ ィ ンラ ン ドにおける研
究べ一 スの教師教育がもつ最大の特徴があるよう に思わ
れる。 以下ではその内実についてみていきたい。
研究べ一 スの教師教育の目的は教育学的思考を養う こ
とであり、 日常的 ・ 直感的議論に加えて合理的議論に基
づいて教育的決定を下せるよう にするこ とであった。 す
なわち、 教育学的思考とは教育的判断を下すときに働く
思考のことなのである。 そう した教育学思考は、 ①教師
が授業など自らの行為を計画し、 実行し、 評価する行為
レベル、 ②教育の実践理論レベル、 ③実践理論に関する
教育のメ タ理論レベルという3 つのレベルにおいて働い
ているという (Teem et al 2010, p 339)。
行為レベルの教育学的思考とは、 まさに教育的判断が
下されると きに直接的に働く 思考のこ とであり、 個人の
教育哲学 と も言え る個人の信念体系のこ と で あ る
(Kansanen 2006, p.16)。 それは図2 で包括的レベルの授
業実践においてなされると明記されたと こ ろの教育学的
思考でもある (上述した教育哲学や教育史の学びが必須
にされている理由はそれが教育学的思考の一部に位置づ
けられているからであろう)。 実践理論レベルの教育学
的思考とは、 教育的判断が下される状況を理論化し、 当
該の状況を理論的に考察するものである。 それは包括的
レベルの授業実践であると と もに、 基礎的レベルの研究
活動である研究法の適用な どによ ってなさ れるものであ
ろう。 そしてメ タ理論レベルの教育学的思考とは、 状況
を理論化する理論について考察するものであり 、 それに
よ って既知の理論が修正 されたり新たな理論が生み出さ
れたりする。 それは包括的レベルの研究活動にあたる。 
つまり、 教育学的思考の構造が研究べ一 スの教師教育の
構造そのものとパラレルな関係にあると考えられている
のである。
したがって、 研究べ一 スの教師教育を通して教育学的
思考を身につけていけばいく ほど授業実践に関する学び
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と研究に関する学びは統合されていると され、 また逆に、
授業実践に関する学びと研究に関する学びが統合されて
いればいるほど教育学的思考は身につきやすく なると さ
れるのである。 裏返して言う ならば、 教育学的思考が身
についていなければ授業に関する学びと研究に関する学
びは分離していると さ れ、 また、 授業に関する学びと研
究に関する学びが分離していれば教育学的思考は身につ
かないと さ れるのである。
ここに教育学的思考という概念を媒介に教員養成カリ
キュ ラムの内容とその成果がなめらかに循環していく 様
をみてと るこ とができるだろう。 つまり、 授業実践に関
する学びと研究に関する学びの統合という ヵ リ キユラム
内容は教育学的思考を身につけた学生を生み出すと され、
また翻って、 教育学的思考を身につけた学生の存在によっ
て授業実践に関する学びと研究に関する学びの統合とい
う カリ キュラ ム内容は確かなものと されるのである。 こ
れを日本風に言い換えて、 理論と実践の架橋という ヵ リ
キユラ ムの内容は実践的指導力 をも った学生を養成する
と さ れ、 また、 そう した力 をも った学生の存在が理論と
実践の架橋という ヵ リ キユラ ム内容を確かなものにする
と言っても言い過ぎではないだろう 。 重要なこ とは、 そ
こでは実際にそう した 「優秀な」 学生が理論と実践の学
びの統合によって養成さ れたかどう かとは無関係に、 上
記のよう な自己運動の中でフィ ンラ ン ドの教師教育が自
らの自律性を築き上げているという こ となのである。 す
なわち、 研究べ一 スの教師教育という言説は教育学的思
考という 概念を媒介にするこ とでその確から し さを確保
していく のである。
さらに、 「教育学的思考は、 教科教授法と教育学理論
と教育実習が相補的に関係し合っているこ と、 そして教
育実習が科学的方法論と研究に基づかなければならない
こ との理解を学生に促すものである」 (Jakku-Sihvonen et 
al. 2012, p 264) という。 つまり、 教育学的思考を身に
つけていけばいく ほど、 理論と実践が融合しているこ と
等が自ずと分かるという わけである。 そこには教育学的
思考が予期さ れる効果とのズレを巧妙に回収しながら、
学生を自らの自己運動の中に巻き込んでい く 様子を見て
取るこ とができる。 すなわち、 逆説的ではあるが、 予期
さ れる効果とのズレを回収するこ とで研究べ一 スの教師
教育は自らの循環を駆動させ、 その自律性を確かなもの
と していく のである。 であるならば、 専門家と しての自
律性はその循環運動の自律性にあらかじめ担保 されてい
るという こ と になるだろう 。
以上、 研究べ一 スという 理論的枠組みの考察を通して、
フィ ンラ ンドの教師教育の全体像を描き出してきたわけ
だが、 そのこ とによって思いもがけないこ とが明らかと
なった。 それは、 優れたカリ キュ ラム内容が優れた教員
を現実に輩出してるかどう かではなく 、 教育学的思考と
フィ ンラ ンドの教師教育とその構造
いう 概念を媒介にカリ キュラ ム内容と それによって養成
される教員が密接に結びつく こ とで 「優れた」 と される
教員が養成さ れているという こ とである。 
5 . 教師教育を議論するための核と なる概念にむ
けて
以上の考察より、 フィ ンラ ンドの教師教育と く に教員
養成の現状について大き く 次の二つが明らかと なった。 
①ボロ ーニ ヤ ・ プロ セス以降、 フ ィ ンラ ン ドの教員養成
カリ キュ ラ ムは多様性を維持 しながら、 「研究べ一 ス」
と呼ばれるカリ キュラム枠組みを発達させた。 ② 「教育
学的思考 (pedagogical thinking) 」 という 概念を媒介に
教員養成カリ キュラムの内容とその効果が密接に結びつ
く こ とで、 教師教育そのものの自律性が高まり、 そのこ
と によ って教員の自律性が担保 されている。
こう した 「研究ベース」 の教師教育がもつ確固たる自
律性は、 近年の地方分権化の中で学校の裁量が大幅に拡
大したこ と により 学校べ一 スのカリ キュラ ムが一部で求
めら れてはいるものの、 あ く までそれを研究ベースの拡
大解釈によって対応していこう とする教師教育の改革態
度からも強く伺う こ とができる(Westbury et al 2005)。
アメ リ カのNBTS 構想をカ ー ネギ一財団に提言 し た
シ ョ ーマ ンらは、 「専門職主義の本質は根拠ある判断」
であると主張した(Shulman 1986, p.12) 。 フ ィ ンラ ン
ドも同じよう に、 教育学的判断つまり教育学的思考を専
門家と しての教員の本質においている。 つまり 、 アメ リ
カ も フ ィ ンラ ン ド も専門職と しての教職の本質には同 じ
ものをみているのである。 しかし、 その養成のあり方は
大き く 異なっている。 アメ リ カではスタ ンダー ド を用い
て教師の専門職と しての自律性を高め、 フ ィ ンラ ン ドで
は教師教育そのものの構造が教師の専門職と しての自律
性を担保しているのである。
カ ンサネ ンが言う よう に、 教師教育に唯一のべス ト な
在り方という ものはないだろう。 多様なプロ グラムが多
様な目的をめざして構築されるべきであり、 そのう ちの
一つがアカデミ ッ クな養成に過ぎず、 さ らにアカデミ ッ
クな養成にも アメ リ カやフ ィ ンラ ン ドな どの多様な在り
方が存在する。 しかし、 そう した違いの中でもただ一つ
根本的に共通する点がある。 それはスタ ンダー ドや教育
学的思考といった教師教育の議論が結実していく核とな
る概念があるという こ と だ。 日本が教員養成の高度化に
ついて議論する際、 海外の動向からまずも って参考にす
べきこ とは、 カリ キュ ラ ムのあり方やその運用なのでは
なく 、 教師教育の議論が結実できる概念が存在している
という 議論の土壤なのではないだろう か。 
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註
1 ) 単純な平均得点によ る国際順位を見れば、 確かに
「数学的リ テラ シー」 は1 位から6 位、 「読解力」 は8
位から14位へと下がっている。 他方、 「科学的リ テラ
シー」 は2 位から 1 位に上がっている。 また、 統計的
な有意差を見るならば、 日本の順位グループは前回の
PISA2000と変わり なく (「数学的リ テラ シー」 ・ 「科
学リ テラ シー」 はと もに1 位グループ、 「読解力」 は
2 位グループ) 、 さ らにPISA 2003 より新たに設けら
れた 「問題解決能力」 でも1 位グループであった(文
部科学省の 『OECD 生徒の学習到達度調査 (PISA)
2003年調査国際結果の要約』 より)。 これらのこ とか
ら、 当時の反応がいかに情緒的なものであったのかが
分かるだろう 。
2 ) 「ECTS」 は 「European Credit Transfer System」
の略であり、 欧州互換単位のこ とである。1Ec Ts は、
自己学習も含め約27時間の学習に相当する。
3 ) 本節は2013年の3 月18 日から3 月25 日にかけてお
こ なったヘルシンキ大学 ・ ユバスキユラ大学 ・ ト ウル
ク市教育委員会への現地訪問調査をもとに執筆されて
いる。 
付記
本研究は、 文部科学省特別経費 「高度な専門職業人の
養成や専門教育機能の充実」 の助成を受けて、 兵庫教育
大学が平成23年度より行った研究プロ ジェ ク ト 『教員養
成の抜本的改革に向けた体系的 ・ 機動的教育システムの
開発一 多様な教員養成を担える新しい教員養成大学の在
り方の提案一』 における成果の一部である。 
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